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新潟県こども計画（仮称）有識者会議（第 1回）議事概要 

 

 

日 時 令和６年６月５日（水）18 時 15～20 時 00 分 

場 所 県庁行政庁舎２階 西回廊大会議室 

 

＜主な発言内容＞ 

 (1) 計画の柱立てについて 

 ○ 学生時代からライフデザインを考えていくような場を作っていくということが必要であり、 

結婚に寄り過ぎず、多様な生き方だとか多様な家族の作り方みたいなところをもっと盛り込ん 

でもらいたい。（堀江委員） 

⇒ 多様な価値感という考え方を尊重するというところは、こども条例の趣旨とも通ずるとこ 

ろであり、今後、こどもや青年期よりも上の若い方たちとも、意見交換して、それを踏まえ、 

計画の具体的内容を検討していきたい。（事務局） 

 

 ○ 多様という点では、新潟県は多様な地域がある。例えば 3世代家族は、こどもの数が多いと 

現場の私たちは感じているので、そういった家族の現状も見てもらいたい。（角谷委員） 

  ⇒ 都市部だけではなく、それ以外の地域においても状況把握を行うなど、多様な意見を聞き、 

計画に盛り込む内容を検討していきたい。（事務局） 

 

 〇 柱立てで８項目挙げられているが、各項目のウェートの置き方は、条例においても基本理念 

として、こどもの権利の尊重がうたわれているので、これがベースとなると考えているので、 

８項目は並列ではない位置づけがされると良いと思っている。（水内委員） 

⇒ ８項目のウェートについて、こども条例の際にも３点ポイントを挙げており、1つ目が、 

こどもの権利、2 つ目が、こどもの意見反映、3つ目が、社会全体でこどもを支えていこう 

というポイントがあるので、書きぶりについては検討していきたい。（事務局） 

 

 〇 少子化対策というのは、子育て中の方々や目の前のこどもを支えるというのがベースにあっ 

  て、結果として少子化に歯止めがかかれば良いと思っており、私は、結婚支援については、違 

和感を感じている。これが前面に出るのではなく、今を生きるこども達を支える計画になるべ 

きだと思っている。（水内委員） 

⇒ 結婚支援を計画に入れることはが少子化対策に寄っているのではないかということであ 

るが、国のこども大綱において結婚支援が盛り込まれているので、県の計画としても盛り込 

まなければならないということになっている。結婚したくてもできない若者を支援するとい 

うのがベースにあり、若者支援として記載するもの。ただし、結婚が押しつけになってはい 

けないとは思っているので、その点については十分に気を付けなければならないと思ってい 

る。（事務局） 

 

 〇 項目の５番にワークライフバランスという片仮名の言葉が載っているが、仕事と生活に対す 

る考え方が、多様化してきている中で、ワークとライフを対立軸として考えていく考えである。 

現在、これに代わってワークインライフだとかワーカーズライフだとか、いろんな仕事と生活 

を対立軸として考えるものだけではない考え方も出てきて、こども大綱に中にもワークライフ 

バランスという言葉が出てきていない。もしかするとこの言葉自体が、新しい言葉に変わって 

いくかもしれないという認識は、頭に入れておかなければならないと思う。(五十嵐(守)委員
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⇒ こども大綱の中では、共働き共育ての推進や男性の家事・子育てへの主体的な参画促進・ 

拡大というような表現がされているので、具体的な項目や書きぶりについては、国の大綱を 

踏まえながら検討していきたい。（事務局） 

  

 〇 保健分野では、ライフコースアプローチというのが重要視されており、前の世代の状況が次 

の世代の状況に反映されるという考え方である。一人のこどもの成長過程ということを考えた 

ときに、最終的に自分らしく生きていけるようにするためには、タイミングごとにどんな支援 

が必要なのかという切れ目のない支援ができるように、柱立ての中身を考えるときにはライフ 

コースを少し意識してもらいたい。 

これは特に貧困の連鎖を断ち切るとかといったときにも重要な視点となるので、対策を考え 

るときには、重要な視点と考えている。（村山委員） 

 

 (2) アンケートについて 

 ○ 過去に生活実態調査を実施しているということで、経年評価も必要ということも承知してい 

るが、社会的養護下にあるこどもをはじめ、特に弱い立場にある子の声をすくいとらなければ 

ならないと思っている。その中には親の意識とのギャップに苦しめられているこどものケース 

もあると思うので、親のアンケートとこどものアンケートが比較できると良いという感想を持 

った。（水内委員） 

⇒ 社会的養護という話もあったので、項目については、引き続き、検討していく。（事務局） 

 

 ○ ヤングケアラー調査に関しても同様で、常に現場で感じていることだが、例えば、配布依頼 

があっても、その学校に通うこどもに児童養護施設から通っているこどもが非常に多い場合、 

その学校は、アンケートに協力できないことがある。経年調査で変化を見ていくのも重要だが、 

アンケートを渡すことすら、難しい場合もあり、アンケート内容や配布方法等工夫してもらう 

必要がある。（五十嵐（守）委員） 

⇒ 実施方法については、保護者や学校現場の事情等を勘案し、案内方法等を教育部局と連携 

しながら進めていきたいと考えている。（事務局） 

  

 〇 こどものインターネットの利用について、受動的な利用方法もあれば、能動的な利用方法も 

あると思うので、どのような使い方をしているかという調査も必要かと思う。（栗原委員） 

⇒ インターネットの利用方法については、意見を踏まえながら検討していきたい。(事務局) 

  

○ 不登校のこどもから、「大人が全部決めてしまうため、選択権は自分に欲しい」という意見 

を聞いた。家庭の中で自分の意見が言えないといったことや親がこどもに選択権を与えられて 

いるかといった項目を入れると親の意識改革ができるのではないかと思う。（富田委員） 

  ⇒ こどもの意見の反映など、アンケートに取り入れられるか検討したい。（事務局） 

  

 〇 小学校においても不登校が非常に増えており、その要因は把握しきれていない。教師側もこ 

ういうのが原因じゃないのかと思っているものはあるが、保護者やこどもたちはそうではない 

という。こども自身も自分がなぜ不登校になっているのかよくわからないという状況。このア 

ンケート調査で不登校の糸口が見えてくると非常に助かる。（山田委員） 

⇒ アンケート調査の目的として、アンケート調査によって、より効果的な支援へつなげると 

いうところも目的であるため、指摘のあった不登校要因についてもアンケート内容を含め 

て、検討していきたい。（事務局）
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〇 私も不登校に関しては、理由がわからない子が一番多いため、不登校の子と親にアンケート 

  をとるのは非常に難しい。学校に来ていない中で親もそれを受け取ったらどう思うだろうかと 

考える。そもそもどれぐらいの数を想定して、アンケートをとるのか。（北岸委員） 

⇒ 前回調査で高校 2年生約 900 人に対して、アンケート調査実施。学校数で 20 数校抽出し 

て、アンケート調査を実施。前回調査と同数程度を予定。（事務局） 

  

 〇 医師の立場から言うと、こどもの理解は非常に難しい。初診から１～２年かけてようやく分 

かるケースもあることから、アンケートで不登校の要因を洗い出すということはアンケートの 

目的にはならないと思う。（田中委員） 

 

 〇 喫煙や飲酒も聞くのであれば、最近コロナ禍で急激に増えている市販薬のオーバードーズも 

相当増えており、そういったことも聞いてもらった方がいいと思う。（田中委員） 

 

 (3) 全般的事項 

 ○ 平成 27 年から保育 11 時間標準化が始まって、保育長時間の影響というものがアタッチメン 

  ト（発達心理学の分野では愛着を意味する言葉）との関係で何らかの影響が出ているのではな 

  いかと考えている。こどもが０歳～２歳のころは親とこどもの関係を深めていくための重要な 

  時期であり、就業制限のようなものが必要ではないかと思っている。（角谷委員） 

 

 ○ こども計画においてこどもをどのように定義づけするのか聞きたい。こども条例の定義をそ 

のまま使用するのか。児童福祉法 9条のように広くとれるような表現にすることも大事だと思 

うが、受け取り手によっては、より狭く受け取られる可能性もあり、注意が必要だと思うが、 

計画上はどのように考えているか。（中村委員） 

⇒ 基本的には、こども条例の定義を踏まえて、年齢等につきましては、範囲を設けない予定 

ではあるが、こども大綱の規定等も参考に検討していきたい。（事務局） 

 

 ○ ワークライフバランスについて、選択肢として用意されていて、選択できる人は困らないが、 

その選択肢がないような人には、経営者が前向きに選択肢を作れるように補助金等を用意して 

前向きに検討できるような仕組みができるといいと思う。（栗原委員） 

 ⇒ 昨年度条例策定において企業の労務担当者の方から意見を聞いた際にワークライフバラ 

ンスにしっかり対応することは人材確保だとか企業の価値向上といった話もあったので、検 

討していきたい。 

  

○ 不登校に至った原因や自信の取り戻し方について、居場所の支援等が重要なのではないかと 

考えている。（栗原委員） 

  ⇒ 居場所支援については、昨年度条例を策定した際に、身近な大人にそばで声を聞いて欲し 

いや、駄菓子屋のおばあちゃんに話を聞いてもらったら楽になった等、こどもたちも不安や 

悩みについて、そばにいる大人に声を届けたいという思いがあるのは聞いているので、どう 

いった支援ができるのかというのは、引き続き、検討していきたい。 

（事務局） 

 

○ 不登校と発達障害・知的障害は密接な関係があると思う。文部科学省の COCOLO プラン（「誰 

一人取り残されない学びの保障に向けた不登校対策」）で不登校との関係性について掲載され 

ていた。学校の環境が苦しく感じてしまう要因を取り除ければ救われるこどももいるのではな 
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いかと思う。（富田委員） 

 

 〇 こどもの誕生前から幼児期までが最も大事なところである。ここをどうやってうまく社会が 

支援していけるかについて、公的私的含め、アイデアを持って取り組むというのが大事かと思 

っている。（田中委員） 

 

〇 少子化が急激に進行すると様々なところで弊害が生じてくる。例えば、小児医療や周産期医 

療も地域によっては消滅していくような現状があり、どのように医療を届けるかというのは、 

今以上に難しくなっていく。ダイナミックに社会が変化していくのをとらえながら、今後のこ 

ども・子育ての支援を考えていくのは、ものすごく難しい時代に入ってくる。そういったこと 

を想像しながら新しい社会のシステムを作るということが要求されてくると思っている。  

（田中委員） 

 

 〇 計画に新潟らしさっていうのをどこに出していくかという点で、データを見て気になったの 

が、いじめや不登校、虐待・暴力といった点が新潟は少しずつ遅れてきていると感じるので、 

そこにフォーカスしていくということが新潟らしさを出していくには必要かと思う。 

（村山委員） 

 

 〇 支援を考えるときに、こども食堂や子育て支援の拠点がどう分布しているかといった点も対 

  策を考える上では必要かと思った。（村山委員） 

 

 〇 不登校等について、今までの経験から親子関係による影響も大きいと感じている。 

（坂上委員） 

 

 〇 COCOLO プランにおいて、劇的に変化したのが、不登校の未然防止という言葉がどこにも使わ 

れない初めての不登校に関する通知だった。 

 不登校はどの子にも起こりうることであって、不登校を問題行動ととらえてはいけない。不 

登校の未然防止よりも、学びにアクセスできない子をゼロにするような、多様な教育を社会全 

体と学校で推進していくということが第一義にされている。（五十嵐（守）委員） 


